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1.　課題と方法
　（1）　バイオ燃料の現状
　バイオ燃料とは生物体（バイオマス）の持つエネルギーを利用したアルコール燃料、そ
の他合成ガスのことをいう。石油のような枯渇性資源を代替しうる非枯渇性資源として注
目されているほか、二酸化炭素（CO2）の総排出量が増えない（カーボンニュートラルと
言われる）ことから、主に自動車や航空機を動かす石油燃料の代替物として注目されてい
る。現在、バイオ燃料には第一世代と第二世代の 2つがある。
　第一世代バイオ燃料とは菜種、トウモロコシ、大豆、サトウキビ、アブラヤシなど主に
食用作物から生産されるバイオ燃料である。第一世代バイオ燃料の利用に関しては次のよ
うな 3つの問題が指摘されてきた。1つ目は、食料と燃料との競合である。第一世代バイ
オ燃料の主たる原料は食用作物であり、そのため原料作物をバイオ燃料製造に使うか、食
用に使うかという競合が生じる。2つ目は、原料作物価格の上昇である。価格の上昇はバ
イオ燃料の製造コストを引き上げ、食料品の価格上昇を招く。3つ目の問題点は、環境破
壊である。原料となる作物を増産するための野放図な開墾、作物の生産過程での農薬や肥
料の過剰投入など、バイオ燃料の生産が拡大されることによって生態系が破壊され、深刻
な環境問題が発生する可能性がある。
　第二世代バイオ燃料は、食料作物以外を原料とする点で、第一世代バイオ燃料と区別さ
れる。具体的には、わらのような農業残渣、木質、藻類などを原料とするものである。こ
れらは上述の食料問題や価格問題を引き起こさない点で優れている。なかでも本論文にお
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6いて注目するのは、藻類バイオ燃料、すなわち藻類を原料として生産されたアルコール燃
料や合成ガスである。主な藻類バイオ燃料の原料には、オーランチオキトリウム、ボトリ
オコッカス・ブラウニイ、シュードコリシスチスなどがある1）。
　第二世代バイオ燃料のなかでも、とりわけ藻類バイオ燃料は次の 4つの優れた特性を持
っている。
　まず 1点目は、高い CO2削減効果である。光合成による CO2消費量が藻類は他の植物
よりもはるかに大きい。藻類は単純な細胞であり、葉・茎・根などを必要しないため、太
陽エネルギーを光合成により、糖分や油脂などのエネルギーに変換する生産性において、
とうもろこしや大豆に比べるとはるかに高い生産性を示す。種類によっては、その生産性
は数百倍にも達する。光合成によって太陽エネルギーと CO2が油脂や糖類の形に取り込
まれ O2（酸素）が排出される。すなわち光合成によって太陽エネルギーを取り込む能力
が高いことは、CO2を固定化する能力も高いことにつながる。
　2点目は水源制約である。藻類は海水や排水でも育成可能であり、深刻さを増す水問題
が制約条件とならないことは極めて重要な意義を持つ。世界中で新興国での産業が育成さ
れると同時に農業用水、工業用用水の確保が地球規模で深刻な問題となってきている。海
水や排水でも培養可能な藻類は、農業・工業で利用される淡水に依存することなく育成可
能であるため、幅広い地域での培養が可能となる。
　3点目は、食料生産との非競合である。食料との競合が無く、また食物が育たない砂漠
などの限界的な土地においても、藻類は経済的に育成可能である。藻類の増殖・生長のた
めには、基本的に二酸化炭素、ミネラルおよび光を要求し、土壌を必要としない。従っ
て、水があり太陽光がふんだんに利用できるという条件が合えば、砂漠でも、コンクリー
トの上でも培養できる。また、大豆やとうもろこしは通常、収穫は年 1回に限られるが、
藻を活用すると一年中栽培ができる。藻の栽培は天候や場所を問わない。
　最後に、4点目は石油産業設備が流用可能なことである。化石燃料と性質が類似してい
るため、化石燃料関連の施設、パイプラインやガソリンスタンドなどの流通網をそのまま
流用できる。このことは社会インフラの有効活用及び迅速な普及という意味でも重要な意
義を持つ。現在、航空産業、石油産業が、藻類バイオ燃料の商業化に向けて非常に積極的
であるのは、既存施設を利用しながら CO2削減、石油枯渇問題に対応できるからである。
　表 1は、バイオ燃料の生産性を比較したものである。綿花、大豆、アブラ菜、パーム油
を原料とするものが第一世代バイオ燃料であり、ジャトロファと藻類が第二世代バイオ燃
料である。この表に示されているように藻類バイオ燃料の生産性はけた違いに大きい。
　一方、藻類バイオ燃料の課題は、その生産コストである。図 1は、第一世代バイオ燃料
（バイオエタノール）の生産コストを示している。それは 1リットル当たり 150円程度で
あり、ガソリンとの価格差は 30円程度である。一方、現在の藻類バイオ燃料の生産コス
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トは 1リットル 800～1000円と考えられる。筑波大の渡辺信教授らによると、オーランチ
オキトリウムを原料とした場合、1リットルあたり 50円程度で石油の代替燃料を生産で
きる見通しであるという。ただし量産法や最適な抽出法などの開発が必要なため、本格的
な商業生産には 10年程度かかるとみている。このように、第一世代バイオ燃料と藻類バ
イオ燃料の生産コストの間には、現状では非常に大きな価格差がある。単純なコスト比較
では、藻類バイオ燃料は当面のところ利用される可能性は低いといえる。
　（2）　本研究の課題と方法
　以上のように優れた特性を持つ藻類バイオ燃料の普及のためには、既存のバイオ燃料と
の間の生産コストの格差を解消することが課題となっている。本研究では、この課題に対
して経済学的に次の 2方向から取り組む。1つは、第一世代バイオ燃料の生産コストにつ
表 1　藻類から作るバイオ燃料の優位性
1ha当たりの年間バイオ
燃料生産量（ℓ）
世界の石油需要を満たす
のに必要な面積（100万
ha）
地球上の耕作地面積に占
める割合（％）
綿花 325 15002 756.9
大豆 446 10932 551.6
アブラナ 1190 4097 206.7
ジャトロファ 1892 2577 130
パーム油 5950 819 41.3
藻類 98500 49 2.5
出典：日経エコロジーリポート 2009.4.17
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図 1　第一世代バイオ燃料のコスト
出典：農林水産省資料；「農政ウォッチ─国産バイオエタノール」『日本農業新聞』2006.9.16より作成
注：遠藤（2006）より転載
8いてである。そのコストは、単に実際に支払われる金銭的なコスト（私的コスト）ではな
く、現在指摘されている第一世代バイオ燃料の問題点を含む社会的コストとしてとらえる
必要がある。本研究では、この社会的コストについて、食料問題、そしてそれが引き起こ
す発展途上国の経済開発との関係に注目して理論的に考察する。本研究のもう 1つの経済
学的アプローチは、藻類バイオ燃料に対する支払意志額である。藻類バイオ燃料が他のバ
イオ燃料よりも割高であるとしても、人々がその優れた特性に対して高い価格を付けるの
であれば、生産コストの格差は解消できるかもしれない。本研究では、コンジョイント分
析を利用して、航空機利用という仮想的状況で、人々が、化石燃料や第一世代バイオ燃料
と比較して、藻類バイオ燃料の利用に対してどれだけの価格プレミアムを付けるかを定量
的に明らかにする。
　以下、本論文は次のように構成されている。つづく第 2節では、第一世代バイオ燃料
（および土地を利用する第二世代バイオ燃料）が引き起こすとされている食料問題につい
て、それがいかなる意味で問題なのかを考察する。結論として、それは 2つの社会的コス
トをもたらす。すなわち、第 1に食料不足に苦しむ人々が増加することによる社会厚生の
低下であり、第 2に、貧困→人口増加→ CO2排出量増加の因果関係によって生み出され
る地球温暖化の促進である。これらの社会的コストは、第一世代バイオ燃料（および土地
を利用する第二世代バイオ燃料）の生産費に含まれる必要がある。次に第 3節では、藻類
バイオ燃料の利用に対する支払意志額を計測する。新宿駅周辺で得られた 774組のデータ
から、航空機利用の際に、第一世代バイオ燃料との比較において、藻類バイオ燃料を用い
ることに対して約 90円／ℓの価格プレミアムを支払ってもよいという計測結果が得られ
た。残念ながら、この支払意志額だけでは、第一世代バイオ燃料との生産コストの格差を
埋めることはできない。最後に第 4節で本研究をまとめる。現状では、藻類バイオ燃料と
それ以外のバイオ燃料との生産コストの格差は、藻類バイオ燃料に対する人々の特別な支
払意志額と、それ以外のバイオ燃料の社会的コストを考慮しても、埋めることは難しい。
このことから得られる政策的インプリケーションは、当面は、藻類バイオ燃料の消費を促
すような政策よりも、生産コストが十分に低下するように研究開発を支援する政策の方が
重要であるということである。
2.　第一世代バイオ燃料の隠れたコスト
　本節では、第一世代バイオ燃料の問題として広く認識されている食料生産との競合につ
いて取り上げる。この問題は第二世代バイオ燃料の開発を促し、また藻類バイオ燃料の実
用化の可能性を後押しするものである。
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　（1）　食料問題とバイオ燃料
　現在、世界の 7人に 1人、計 9億 2,500万人が飢餓に苦しんでいるといわれている。飢
餓というのはその人の身長に妥当とされる最低限の体重を維持し、軽度の活動を行うのに
必要なエネルギー（カロリー）を摂取できていない状態を指す。9億人もの人間がなぜ飢
餓に苦しむのだろうか。
　世界人口は現在も増え続けている。しかし、地球の表面積は増えることはない。実際、
1970年から現在まで、世界の耕作地面積は 0.9％しか増加していない。ただし、この間、
生産効率が著しく改善され、面積当たりの収穫量は 86％増と大幅に伸びている。その結
果、図 2に示されているように、人口の増加に見合うだけの穀物生産量の増加が実現され
てきた。
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図 2　穀物需給の推移
出典：農林水産省 HP「食料の未来を描く戦略会議」資料集：第 1部世界の食料問題より
　ではなぜ食料問題や飢餓は起きるのか。結論から先に言えば、それは貧富の差によるも
のである。このことは、各国の 1日平均カロリー摂取量の大きな格差に現れている。一日
一人当たり必要栄養量は、平均的な体格や子どもや高齢者の比率などによって、国ごとに
異なり、約 2,000～2,700キロカロリーと言われる。一方、世界の一日一人当たり平均消費
カロリーは 2,700キロカロリーである。しかしこれはあくまで平均値であり、実際の一国
一国の平均消費カロリーには大きな格差がある。すなわち、北アメリカ大陸や西欧諸国は
3,400キロカロリーもとっているが、南アフリカの多くの国々は 2,200キロカロリー以下
である。一位のアメリカと最下位のコンゴ共和国の摂取カロリーの差は 2,300キロカロリ
ーにもなる。
　つまり、国ごとの消費カロリー量に大きな格差があることが、食料問題と飢餓を引き起
こしている。要約すれば、食料問題とは、国ごとの食料の分配に多大な差異があるために
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起きてしまう問題であるといえる。世界的に見て食料は足りているのだが、分配の問題に
より食料不足の地域が出てきてしまっているのである。
　バイオ燃料が食料問題を引き起こすというとき、以上のように食料問題が分配問題であ
ることを理解しておくことは重要である。食料問題は食料不足によって生じているのでは
なく、食料を買えない貧しい人々が存在していることで起きている問題である。貧しい
人々は生存のために、その所得の多くを食料購入に充てている。一方、食料となる穀物が
バイオ燃料として利用されることは、穀物価格の上昇をもたらす。一定の所得のある人は
食料への支出割合を増加させることで対処可能である。しかし、貧しい人々は、高騰した
穀物を買うことができない。バイオ燃料はこのようにして食料問題と飢餓を激化させる。
これがバイオ燃料による食料問題のメカニズムであり、その原因は貧困と穀物価格の高騰
にある。
　（2）　穀物価格上昇による経済停 滞と CO2の排出増加
　穀物価格の上昇は貧しい人々に対する食料問題を引き起こすだけでない。さらにそれ
は、貧しい国の経済成長を阻害し、最終的に CO2の排出増加をもたらす恐れがある。
　貧困は、図 3に示すように、人口増加率を高める。このため、貧しい国で経済成長が阻
害されれば、一人当たり CO2の排出量は小さいものの、人口増加によって排出総量は増
加する恐れがある。このことは、IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）の第 4次
アセスメントレポートでの気候変動予測にも示唆されている。IPCCは、6つのシナリオ
における世界平均地上気温の上昇をシミュレーションしている。化石燃料に過度に依存す
るシナリオを除いて、発展途上国の経済成長が順調に進まないシナリオにおいてより大き
な気温上昇が予想されている。
　つまり、第一世代バイオ燃料の利用は、それ自身はカーボンニュートラルであるにして
も、穀物価格の上昇→貧しい国の経済成長の阻害→貧しい国の人口増加→ CO2排出量の
増加というメカニズムを通じて温暖化問題に悪影響を与える可能性がある。
　以下、本節の残りの部分では、このマクロ経済的連鎖の最初の部分である、穀物価格の
上昇が貧しい国の経済成長を阻害するメカニズムについて、速水（2000）の「リカードの
罠」の理論を応用することで説明する。
　図 4は、発展途上国の成長部門の労働市場を表現している。ここでは、成長部門で働く
労働者は一定の教育を受けたものであると仮定する。一方、教育を受けない労働者はイン
フォーマルセクターで働く。後者は正の人口増加率をもち、一方、前者は人口を増加させ
ないと仮定する。すなわち、生活に余裕ができれば、より多くの子供をもつのではなく、
子供への教育投資をより多く行うものとする。したがって、横軸の労働は生の労働（raw 
labor）ではなく人的資本を生の労働に換算した有効労働（effective labor）である。縦軸
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は賃金率を表す。DD曲線は労働の需要（労働の限界価値）を表し、資本量が増加するに
したがって右にシフトする。労働供給に関しては、短期的には有効労働人口は一定であ
り、その供給は SS曲線で表わされるように賃金に対し非弾力である。一方、長期につい
図 3　各国の一人当たり国民所得と人口増加率の関係
資料： United Nations Development Programme （2009） Human Development 
Report 2009.
出典： 赤尾健一（2010）温室効果ガス 25％削減目標─途上国との排出量取
引の戦略的活用を─、読売×早稲田オンライン（http://www.yomiuri.
co.jp/adv/wol/opinion/society_091116.htmアクセス 2011/12/1）
図 4　リカードの罠モデル
出典：速水（2000）
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ては、労働供給曲線は LS線が示すように最低賃金（W̅）で水平となることを仮定する。
なお、ここでの最低賃金の意味は、もしこの水準よりも賃金率が高くなれば、子どもへの
教育投資が行われ、長期的に有効労働が増加する賃金水準である。反対に、この水準を下
回れば、教育投資が不十分なため生まれてきた子供は成長部門で働くことはできない。彼
らはインフォーマルセクターで働き、人口を増加させる。
　工業化の初期に企業家が所有し、生産に使う資本の量が K0であり、それに応じて労働
需要曲線が DD0線で与えられるとする。このとき、均衡は A点に決まり、最低賃金率で
L0だけの労働力が雇用されることになる。この有効労働に対応する人口が経済の人口と
仮定しよう。すなわち、すべての労働者が成長部門で働いている状況を考える。成長部門
の総生産高（ADOL0）の分配は、労働者への賃金支払総額が面積 AW̅OL0で、残りの面積
ADW̅が資本の利潤となる。リカードにならって、ここでは、最低賃金率で雇用されてい
る労働者は、獲得した賃金を全部消費する（教育投資を含む）とする。他方、事業の拡張
と利潤への増大への意欲が強い資本家は、利潤率（利潤─総生産高比）rがある一定水準
（r̅）以上である限り、すべての利潤を事業に再投資するとする。もし利潤率がその水準を
下回れば利潤は海外に投資され、資本蓄積は行われない。
　さて資本家の利潤率が r r̅を満たす場合を考える。このとき、資本家は利潤を事業に
投資する。その結果、資本は K0から K1（＝K0＋面積 ADW̅）に増える。このため、労働の
限界生産性は上方にシフトし、賃金率は W̅を超えてWSまで上昇する。だが、賃金率が
最低賃金を超えれば教育投資が増加し有効労働が増大する。その結果、時間の経過につれ
て線は右方にシフトする。それに応じて賃金は低下し、やがて生存賃金水準に引き戻され
る B点において長期の均衡雇用水準 L1が決定される。B点における利潤率は次の式で与
えられる。
r＝
（D－W̅）/2L1
（D＋W̅）/2L1
＝
D－W̅
D＋W̅  
＝
（D－W̅）/2L0
（D＋W̅）/2L0
　つまり利潤率は以前と同じである。したがって、同じプロセスが繰り返され、資本は
K1から K2へと増加する。すなわち経済は持続的成長経路をたどる。
　以上のモデルにおいて、経済が持続的成長経路をたどるか否かは利潤率の水準が十分に
高いかどうかにかかっており、それは最低賃金率の水準によって決まる。最低賃金率が高
くなれば利潤率は低下し、経済は成長できなくなる。
　次に、最低賃金率が何によって決定されるかといえば、それは食料価格である。食料価
格の高騰は最低賃金率を押し上げ、それは工業部門の利潤を低下させて、経済を停滞に導
くことになる。たとえば賃金 W̅の下で L1まで有効労働が増加したとしよう。ここでバイ
オ燃料需要の発生によって食料価格が上昇し、その結果最低賃金がWSに上昇すれば、L1
－L0まで労働需要は減少し、労働者の一部は教育を受けられなくなってインフォーマル
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セクターに回る。その際の利潤率が r̅より小さければ、資本蓄積は行われず、インフォー
マルセクターに回った労働者によって人口増加のみが生じることになる。その結果は、経
済の停滞と人口増加＝ CO2排出量の増加である。
　以上のように、バイオ燃料が食料価格を上昇させると経済発展が妨げられ、さらには人
口増加により CO2排出量を増加させるということができる。ここに表れた 2つの社会的
コスト、すなわち食料不足に苦しむ人々が増加することによる社会厚生の低下と、貧困→
人口増加→ CO2排出量増加の因果関係が生み出す地球温暖化の促進を、第一世代バイオ
燃料（および土地を利用する第二世代バイオ燃料）の生産費に考慮される必要がある。
3.　藻類バイオ燃料に対する価格プレミアム
　ここまでで、第一世代バイオ燃料が食料価格の上昇を引き起こし、食料の分配問題を引
き起こす可能性や、経済停滞とそれに起因する CO2排出増加を引き起こす可能性がある
ことが説明された。
　第一世代バイオ燃料の持つこうした懸念を打ち消すには、食料と競合しない第二世代バ
イオ燃料、とりわけ農地を必要としないため食料生産と競合せず、しかも効率よく燃料を
生産できるとされる藻類バイオ燃料の普及が求められる。しかし、第 1節で紹介したよう
に、現在、藻類バイオ燃料は 1リットル当たり 800～1000円という高いコストがかかると
されている。藻類バイオ燃料を開発する企業によると、技術の進歩により、さらなるコス
トの削減が見込めるということであるが、一般市場への導入は今後の研究開発の進展を待
たねばならない。
　現状では第一世代バイオ燃料との顕著な価格差があるものの、枯渇の心配のある原油を
代替し、かつ食料との非競合性や高い環境性能など多くのメリットをもつ藻類バイオ燃料
に対して、消費者は通常のガソリンや第一世代バイオ燃料よりも、高い支払意志額をもつ
のではないだろうか。そして、それが十分に高ければ、現在の技術水準あるいは生産コス
トでも、その利用を進めることは支持されるのではないだろうか。
　このような考えから、本研究では、定量的な分析として、アンケート調査を通じて、バ
イオ燃料の利用者側が藻類バイオ燃料にどれだけの価格プレミアムをつけるかを評価す
る。
　（1）　アンケートによる価格プレミアムの推定
　今回用いたアンケートを説明する。アンケートでは、はじめに回答者の知識を均一にす
るため、第一世代バイオ燃料と第二世代バイオ燃料、第一世代バイオ燃料の問題、藻類バ
イオ燃料の利点等を説明する。次に、具体的なイメージをもってもらうため、2009年に
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JALがボーイング社などと共同で行った、第一世代バイオ燃料や、藻類を含むバイオジェ
ット燃料を用いたデモンストレーションフライト（「JALバイオ・フライト」）を説明した
あと、よく利用する／利用したことのある羽田発国内線のフライトを選択してもらう。そ
の後、仮想的な飛行機利用における第一世代バイオ燃料と第二世代バイオ燃料のそれぞれ
の使用割合と、その際の航空料金の値上がり率を提示する。このように回答者に提示され
る組合せのことをプロファイルと呼ぶ。回答者は 1回につき、2組のプロファイルを提示
され、どちらをどのくらい強く好むか尋ねられる。質問の例を図 5に示す。なお、具体的
なアンケートを文末の資料に収録した。
（例）左と右ではどちらが好ましいか？　1～3段階で好む度合い
も答えてください。
第一世代 藻類 値上がり 第一世代 藻類 値上がり
20％ 0％ 15％ 20％ 30％ 30％
● 第一世代と藻類の％は航空機の燃料に占める割合で残りが従来
の航空機燃料という設定。
● 値上がりの％は航空料金の値上がり率で○○％増を意味する。
●  1 はどちらかというと良い、2は良い、3はとても良い。
図 5　質問例
　（2）　コンジョイント分析
　今回のアンケートの分析にはコンジョイント分析を用いた。コンジョイント分析とは、
1980年代にアメリカで急速に発展し、現在、多くの企業で活用されている調査方法であ
り、主にマーケティング分野で利用される実験計画法である。商品やサービスについて、
顧客が望む要素は様々である。また、これらの項目は、顧客の決定的な「唯一これが決め
手」というものがある場合はほとんど無く、多くの場合は、複数の項目が（意識している
ことを自覚しているかどうかを問わず）複雑に絡み合っている。コンジョイント分析は、
商品やサービスの持つ複数の要素について、顧客はどの点に重きを置いているのか、また
顧客に最も好まれるような要素の組み合わせはどれかを統計的に探ることを可能にする。
　コンジョイント分析ではいくつかの質問方法が用いられる。本研究で用いたのは、ペア
ワイズ評定型と呼ばれるものであり、一対の因子の組み合わせに対して、どちらをどの程
度強く好むかを尋ねるものである。用意した因子は表 2の通りである。
　これらの因子の組合せ（プロファイル）は、216通りある。これに対して直交配列法に
表 2　コンジョイント分析で用いた因子
x1　航空料金が x％アップ（5, 10, 15, 20, 25, 30％アップの 6パターン）
x2　第一世代バイオ燃料の割合（0, 10, 20, 30, 40, 50％アップの 6パターン）
x3　第二世代バイオ燃料の割合（同上）
その他の属性：回答者の年齢、性別、職業
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より 49のプロファイル（属性の組合せ）を抽出し、乱数を用いて 49組のペアを作成し
た。選好の強度は、どちらも同じが 0、どちらかというとこちらがよいが 1、こちらがよ
いが 2、明らかにこちらがよいが 3である。
　（3）　分析結果
　2011年 11月 29日～12月 2日にかけて、新宿駅街頭等でアンケートを行い、32人か
ら、合計 774組の回答を得た。男女の内訳は男性 22人、女性 10人であり、回答者の平均
年齢は 43.1歳であった。
　得られたデータセットに対して、次の回帰式を推定した。燃料費（CM）と旅行距離
（M）が比例すると仮定して、単位燃料消費量当たりの移動による効用が次の式で表わさ
れるとする。
U＝a－b1Cx1＋b2（x2－x3）＋b3x3＋e
　ここで、aは定数、b1Cx1は料金を支払うことによる disutility、x2は第一世代バイオ燃
料による utility、b3x3は藻類バイオ燃料、eは個人の属性＋確率項を表す。
　次の表 3が回帰分析の結果を表わしている。ここで、第一世代バイオ燃料の割合
（BF1）、藻類バイオ燃料の割合（BF2）、料金の値上がり（Up）、年齢（Age）、性別
（Female＝0, Male＝1）である。
表 3　回帰分析の結果
回帰統計 　 係数 標準誤差 t P─値
重相関 R
重決定 R2
補正 R2
標準誤差
観測数
0.650229475
0.42279837
0.419040547
1.753473224
774
切片
BF1st
BF2nd
Up
Age
Male＝1
0.026934518
0.005909677
0.039818524
－7.560171397
－0.002447324
－0.071758881
0.208946
0.002173
0.002221
0.489922
0.004824
0.140761
0.128907
2.719891
17.93126
－15.4314
－0.50729
－0.50979
0.897465
0.006678
2.52E－60
5.37E－47
0.612098
0.610342
　係数のうち有意なものは、BF1、BF2、そして Upである。符号条件も直観に矛盾しな
い。すなわちバイオ燃料の航空機燃料に占める割合が増えると効用は増加し、価格が上が
ると効用は低下する。一方、年齢や性別の違いは統計的にはないことが示されている。
　得られた結果のなかで特筆すべきは、藻類バイオ燃料は第一世代バイオ燃料の 6倍以上
も効用を上げることである。
　藻類バイオ燃料に対する消費者の価格プレミアムπ（第一世代バイオ燃料から藻類バイ
オ燃料に 1ℓの 1％（0.01ℓ）切り替えることでいくら価格を上乗せしてよいか）は
π＝
－1×（BF2係数－BF1係数）
Up係数÷通常の燃料価格
で求められる。現在の航空機燃料の相場は約 200円／ℓであり、これを用いると、
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π＝0.897円
と計算される。つまり 1リットルあたり 90円程度である。ちなみに第一世代バイオ燃料
に対する支払意志額は 0.156円と計算され、1リットルあたり 15.6円である。したがっ
て、藻類バイオ燃料に対する支払意志額は 1リットルあたり 105円程度である。
　藻類バイオ燃料に対するこの支払意志額は、燃料への支払意志額としては十分に高い。
しかし、第一世代バイオ燃料との価格差を埋めるには、明らかに足りない金額である。
4.　考察
　本研究を通して以下のことが明らかとなった。1リットル当たりの第一世代バイオ燃料
とガソリンとの価格差は 20円程度だが、第一世代バイオ燃料と藻類バイオ燃料との差は
少なくとも 600円程度ある（第 1節）。これに対して、第 3節のコンジョイント分析では、
消費者の第一世代バイオ燃料に対して藻類バイオ燃料を用いることの価格プレミアムは、
1リットルあたり 90円程度で、現状の価格差を埋めるには十分ではないことがわかった。
また、第 2節の考察により、第一世代バイオ燃料は食料生産と競合し、穀物価格を引き上
げることを通じて、発展途上国の経済成長を阻害する。その結果、人口増加が続いて CO2
排出量が増えることが予想される。このマイナスの効果を考慮すると、第一世代バイオ燃
料との価格差は縮まる可能性がある。ただし、それがどの程度なのかは、発展途上国の将
来の成長経路と人口を予測する必要があるため、定量的に明らかにすることは難しい。
　結論として、当面は、藻類バイオ燃料の消費を促すような政策よりも、生産コストが十
分に低下するように研究開発を支援する政策の方が重要であるといえる。第一世代バイオ
燃料に代わり、藻類バイオ燃料が新たなエネルギーとして一般市場に出回る日が早く来る
ことを期待する。
注
 1）　オーランチオキトリウムは、光合成を行わない従属栄養型の藻類で、細胞は球形で直径、数 mm
程度である。それ自身では光合成ができないので CO2以外の炭素化合物（つまり他の植物が光合成
によって得た有機炭素化合物）を取り込むことで増殖と油脂の生産を行う。ボトリオコッカスは淡水
に生息する藻類で、緑色～赤色で 30～500mmのコロニーを形成する。光合成により炭化水素を生産
し、細胞内およびコロニー内部に乾燥重量の 20～75％の炭化水素を蓄積する。シュードコリシスチ
スは、光合成により二酸化炭素を吸収して増殖するが、窒素が不足すると軽油の主成分と同じ炭化水
素を成分とする油を作り細胞内に蓄積する特長を持っている。シュードコリシスチスは単細胞である
ため、コロニーを作るボトリオコッカスと比較して生産効率が高いと報告されている。
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資料：藻類バイオ燃料への支払意志額についてのアンケート
バイオ燃料に対する意識調査アンケート
早稲田大学社会科学部赤尾ゼミ
　お忙しい中、アンケートにご協力いただきありがとうございます。
　私たちは、早稲田大学で環境経済学の研究をしており、今回はその一環として、藻類バ
イオ燃料についての意識調査をしたいと思い、ご協力をお願いしました。
　学生の説明を聞いた上で、以下の項目についてお答えください。
1.　よく利用する（した事のある）航空路（羽田～□□空港）に○をつけてください。
羽田～の行き
先
通常料金
（円）
羽田～の行き
先
通常料金
（円）
羽田～の行き
先
通常料金
（円）
札幌（新千歳） 33,500 関西・伊丹 22,500 福岡 36,700
旭川 39,500 山口宇部 34,600 北九州 36,700
釧路 38,900 出雲 31,400 大分 35,600
帯広 38,400 岡山 30,100 長崎 38,900
函館 31,400 広島 30,800 熊本 36,700
青森 30,100 徳島 29,500 宮崎 36,700
秋田 24,600 高松 29,500 鹿児島 38,900
山形 18,200 高知 34,100 那覇 40,800
中部・小牧 18,100 松山 31,900
2.　もし航空機の燃料を、現在使われているガソリンの他、第一世代バイオ燃料と、藻類
バイオ燃料を混合した燃料にするとき、それぞれの割合をどのくらいにすることを許容で
きますか？
　そしてその場合、1でお答えいただいた路線の通常料金から、どのくらいの料金の値上が
りを許容できますか？　別紙の組み合わせで、どちらがどのくらい良いかお答えください。
　（※現実には、藻類バイオ燃料の割合が、大きい程、料金は高くなると予想されます。）
3.　最後に年齢、性別、ご職業の記入をお願いします。
　　　　　 　男性・女性
　　　　　 　10代・20代・30代・40代・50代・60代・70代・80代
　・ご職業（　　　　　　　　　）
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お答え頂いた情報は、統計的に処理し、個人を特定できない形で使用し、研究の目的
以外に使われることはありません。
ご協力ありがとうございました。
　［説明用資料］
　2009年 1月に、JALが関係各社と共同で、環境に配慮した代替燃料の開発促進を目的
に、バイオジェット燃料を用いたデモンストレーションフライト（「JALバイオ・フライ
ト」）を実施いたしました。その際、従来の燃料を 50％、バイオ燃料を 50％の割合で使用
しました。
私たちは、第一世代バイオ燃料よりも優れているといわれる第二世代バイオ燃料の中
でも、特に環境に良い藻類バイオ燃料に対して、消費者はどれ程の金銭的価値をもた
せるのか調査するべく、今回のアンケートを作成しています。
　第一世代バイオ燃料
　トウモロコシやサトウキビから作られるバイオ
アルコール燃料。
　枯渇の可能性がある石油を代替し、さらに植物
から作られるため、CO2の総排出量が増えないと
いわれる。しかし、原料となる作物は食料ともな
るため、原料穀物の価格を上昇させ、食料問題を
引き起こすことが懸念される。
 
　第二世代バイオ燃料
　第一世代と同じメリットをもちつつ、持続性や生産効率に優れ、さらに、食用とならな
い植物をしようするため、第一世代よりも負荷が少ない。
　藻類バイオ燃料
　第二世代バイオ燃料の原料のなかでも、藻類は最も有望なものと考えられている。
　　　　　 　 成長が速く密集して生えるため収穫効率が良く 1haあたり産油量が多い
　　　　　 　食料が生育しない場所でも生育可能なので、食料生産を妨げない
　　　　　 　油の抽出量が多い（単位面積当たりトウモロコシの 100倍以上）
　　　　　 　既存のパイプラインが使えるので、インフラ整備の費用が安い
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　　　　　 　生産・輸送過程での CO2排出量が少ない
といったメリットがあり、現在、商業化に向けた研究・開発が進んでいる。
